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愛西市永和地区公民館指定管理者募集要項 

 

１．指定管理者制度導入の趣旨 

   愛西市では、市民の文化及び教養の向上を図るとともに、施設の管理・運営に関し住民（利

用者）サービスの向上及び経費の節減を図るため、愛西市永和地区公民館の指定管理者を募集

します。 

 

２．根拠となる法令 

○地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「地方自治法」という。）第２４４条の２第３項 

   「普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認め

るときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が

指定するもの(以下本条及び第２４４条の４において「指定管理者」という。) に、当該公の

施設の管理を行わせることができる。」 

 ○愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年愛西市条例第１

７３号） 第２条第１項 

   「市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）は、指定管理者に施設の管理を行わせよ

うとするときは、次に掲げる事項を明示して、指定管理者の指定を受けようとする法人その

他の団体（以下「団体」という。）を公募しなければならない。ただし、緊急の場合その他公

募を行わないことについて合理的な理由がある場合は、この限りでない。」 

 

３．施設の概要 

(１)施設の名称 

   愛西市永和地区公民館 

 (２)施設の所在地 

   愛知県愛西市大井町前田面２１５番地 

 (３)建物の概要 

   構  造：鉄骨鉄筋コンクリート造 地上２階建て 

   敷地面積：３，０４１．２９㎡ 

   延床面積：   ７２７．４６㎡（旧永和出張所部分を含む。） 

   施設内容：１階  会議室・実習室・和室・事務室・玄関・湯沸室・トイレ・ 

多目的トイレ・支所・管理室・書庫・風除室・外部階段 等 

        ２階  講堂・湯沸室・トイレ・階段室・外部階段 等 

   そ の 他：駐車場（２５台分）・自転車置場（再生ゴミ集積場含む。）・屋外トイレ 

 

４．指定管理者が行う管理の基準 

  指定管理者は、以下の項目に留意するとともに、「愛西市公民館の設置及び管理に関する条例

（平成１７年愛西市条例第７８号。以下「条例」という。）」及び「愛西市公民館の管理及び運営

に関する規則（平成１７年愛西市教育委員会規則第１１号。以下「規則」という。）」をはじめ関

係する法令並びに条例等を遵守し、施設の目的に沿った管理及び運営に努めるものとします。 
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（１） 開館時間及び休館日 

規則に従うものとします。なお、指定管理者は教育委員会の承認を受け、開館時間及び休

館日を変更することができるものとします。 

開館時間 午前９時から午後９時まで 

休 館 日 

毎週月曜日 

国民の祝日に関する法律に規定する休日の翌日 

（当該翌日が土曜日及び日曜日の場合は除く。） 

１２月２８日から１月４日まで 

（２）個人情報の保護について 

指定管理者は、個人情報の適正な管理にあたり「個人情報の保護に関する法律」（平成１５

年法律第５７号）、「個人情報の保護に関する法律施行令」（平成１５年政令第５８７号）、「個

人情報の保護に関する法律施行規則」（平成２８年個人情報保護委員会規則第３号）、「愛西市

個人情報の保護に関する法律施行条例」（令和４年愛西市条例第３３号）、及び「愛西市個人

情報の保護に関する法律等施行規則」（令和５年愛西市規則第２３号）を遵守するものとしま

す。 

（３）情報の公開 

  指定管理者は、情報の公開に関して市に準じた措置を講ずるものとします。 

（４）公民館の使用許可・制限 

公民館の使用の承認を行います。 

社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２３条に該当する場合には、使用の許可はで

きません。 

条例第６条第２項に該当する場合には、使用の許可に条件を付すことができます。 

条例第７条各号に該当する場合には、使用の許可はできません。 

（５）使用許可の取消し等 

条例第１０条第１項に該当する場合には、使用の許可を取り消し、使用を中止させること

ができます。 

 （６）原状回復義務 

規則第１４条に規定する使用者による原状回復の検査を行うこととします。 

（７）事業報告書の提出等 

指定管理者は、毎年度終了後、事業報告書を作成し提出することとします。 

また、市または教育委員会は、指定管理者に対し、定期又は臨時に、管理業務に係る業務

内容及び経理の状況に関する報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができ、

指定管理者はそれに応じなければなりません。 

 

５．指定管理者が行う業務（詳細は業務仕様書 P2・施設維持管理仕様書による。） 

（１）施設の維持管理に関する業務  

   ・設備の維持に伴う点検 

     消防設備保守、空調設備保守、非常警報装置保守、ピアノ調律等 

   ・館内・屋外清掃作業、除草作業 
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・日常清掃・定期清掃 

・日常点検 

・花壇等の修景管理 

草刈・樹木剪定・樹木消毒等 

   ・施錠等の管理事務 

   ・施設用鍵及び遠隔警備盤用カードキーの管理 

   ・利用者への利用案内と施設使用遵守事項の周知 

   ・ポスター、チラシ等の掲示及び整理 

   ・備品の管理・保全事務 

・施設維持修繕  

（２）公民館の総括管理業務 

   ・職員の管理 

   ・モニタリング・報告 

（３）公民館事業の計画及び実施に関する業務 

   ・公民館講座・教室等の開催 

（４）公民館の使用に関する業務（講堂・会議室・和室・実習室） 

   ・使用許可申請書受付、使用許可書交付に関する事務 

   ・使用許可の取消しに関する事務 

   ・施設の使用管理に関する事務 

   ・施設及び設備利用料の収受、納入及び還付に関する事務 

   ・過誤納金処理事務 

   ・施設の利用件数、利用者数及び使用料等のデータ収集、集計及び報告 

   ・利用者への利用案内と施設使用遵守事項の周知 

 

６．指定期間 

  令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの３年間とします。 

  ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定の取り消しや業務の停止を

行うことがあります。 

 

７．施設の維持管理に関する事項 

指定管理者は、条例第２条に規定する設置目的に従って、永和公民館の管理をしなければなら

ない。（詳細は施設維持管理業務仕様書による。） 

 

８．経費に関する事項 

（１）費用負担について 

管理運営業務にかかる経費は、市が指定管理者と締結した協定に基づいた金額を指定管理

者に支払い、指定管理者が個々の経費の支出を行うものとします。 

また、愛西市永和地区公民館の２階には公益社団法人愛西市シルバー人材センター佐屋支

所があり、電気、水道のメーターや建物全体に係る施設維持管理業務等を共通としています。
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建物全体に係る光熱水費及び施設維持管理経費を指定管理者が負担します。 

以下に記載の経費については、市が負担するものとします。 

   ア 大規模修繕費 

   イ 施設及び付帯設備の年間合計３０万円（消費税等１０％を含む。) を超える修繕費 

なお、この金額は指定管理者及び市双方の見積書による協議により判断するものとし

ます。また、市と協議することなく修繕が行われた場合については、先の金額に関わ

らず全て指定管理者の負担とします。 

   ウ その他、協議で定める経費 

（２）指定管理料について 

愛西市永和地区公民館の指定管理料は、管理運営業務にかかる経費から、施設運営収入を

減じた額として事業者から提案のあった金額を基本とし、毎年度(４月１日から翌年３月３

１日まで)業務を開始するまでに、市または教育委員会と指定管理者で事業条件等を協議の

上決定するものとします。 

   なお、指定期間中の指定管理料上限額は４０，０２４，０００円(消費税及び地方消費税を

含む。) とします。 

（３）指定管理料の支払方法 

指定管理料は、原則として四半期ごとに４分割した額を支払うこととしますが、支払時期

や方法の詳細については別途締結する協定において定めるものとします。 

（４）指定管理者の収入等について 

ア 使用料及び事業収入 

利用料金制を適用することとし、利用料金及び事業収入は、指定管理者の収入としま

す。 

ただし利用料金基準額（利用料金及び事業収入を協議により定めた額）を決算額が上

回った場合は、協定に定めるところによりその３０％以上を市に納付するものとしま

す。 

また、条例改正等で使用料を改定した場合は協議の上、改定後の利用料金基準額を設

定し、基準額を超えた増収分については協定により市に納付するものとします。 

なお、利用料金は条例及び規則に定める範囲内で、市長の承認を得た金額とします。 

イ 指定管理料 

ウ 自主事業収入 

エ その他収入（複写機使用料） 

 （５）利用料金の減免について 

規則第１０条に基づき、利用料金の減免を行ってください。 

なお、減免による利用料金の減収分については市が支払う経費に含まれているものとし、

別途補填は行いません。 

（６）管理口座 

経費及び収入は、指定管理業務専用の口座で管理するものとします。 

指定管理業務の実施に係る経費事務を行うにあたり、指定管理者が行っている他の事業と

は独立した会計帳簿書類及び経理を明確に区分するとともに、経費書類を開示するものとし
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ます。また、当該事業に関しての監査業務が受けられるような体制を整えておくものとしま

す。 

 

９．公募に関するスケジュール 

指定管理者の公募については、募集要項、業務仕様書及び施設維持管理業務仕様書（以下「募

集要項等」という。）を愛西市ホームページに掲載するとともに、生涯学習スポーツ課窓口にお

いて募集要項等を配布します。 

（１）募集要項等のホームページ掲載 

    ホームページアドレス https://www.city.aisai.lg.jp/ 

    掲 載 日：令和７年８月１日 

（２）募集要項の配布 

配布期間：ホームページ掲載後～令和７年８月２９日（金）（土・日曜、祝日を除く） 

         午前８時３０分～午後５時１５分 

（３）公募説明会 

開 催 日：令和７年８月１８日（月） 

開催時間：午前１０時 

開催会場：愛西市役所 北館３階 災害対策本部兼会議室 

参加人数：各事業者２名以内 

申込方法：公募説明会参加申込書【様式第１１号】に必要事項を記入の上、令和７年 

８月１３日（水）午後５時までに、愛西市教育委員会生涯学習スポーツ課ま

で提出してください。 

提出方法は、電子メールのみとします。 

電話や口頭による参加申し込みは受付いたしません。 

なお、説明会終了後、希望者による施設見学を実施します。 

※説明会当日は募集要項等の資料を配布いたしませんので、各自持参して

ください。また、説明会において質問は受付いたしません。 

（４）質問事項の受付 

受付期間：令和７年８月１８日（月）～令和７年８月２２日（金）午後５時 

提出方法：質問書【様式第１２号】に記載し、電子メールにより事務局へ提出してくだ

さい。 

※電話や口頭による質問は受付いたしません。 

回答方法：令和７年８月２９日（金）までに電子メールにて説明会参加団体の申込者及

び質問者全員に回答を送付します。 

（５）第一次審査申請書類の受付 

受付期間：令和７年８月１８日（月）～令和７年９月１０日（水）午後５時【必着】 

（土・日曜、祝日を除く。） 

提出方法：事務局に持参又は郵送のいずれかで「１２ 提出書類（１）」に掲げる書類を

提出してください。 
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       〒４９６－８５５５ 

       愛知県愛西市稲葉町米野３０８番地 

       愛西市役所生涯学習スポーツ課 永和地区公民館公募受付担当 

（６）第一次審査選定結果の通知 

審査結果については、第一次審査書類を提出した応募者に対して電子メール及び郵送によ

り通知します。 

なお、グループによる応募についてはグループ代表団体宛に通知します。 

（令和７年９月３０日（火）発送予定） 

（７）第二次審査提案書の受付 

受付期間：令和７年１０月１日（水）～令和７年１０月１０日（金）午後５時【必着】 

（土・日曜、祝日を除く。） 

提出場所及び提出方法：第一次審査書類の受付と同じ 

（８）第二次審査会（プレゼンテーション及びヒアリング）開催 

    （開催日 令和７年１０月下旬予定） 

１事業者あたり３０分以内（準備を含む。）とします。 

・準備（応募者によるプロジェクター設置等）５分 

・説明１５分 

・質疑１０分 

日程等の詳細につきましては、第一次審査通過者へ通知します。 

会 場：愛西市役所 北館３階 災害対策本部兼会議室 

（９）第二次審査結果の通知及び公表 

   （公表日 令和７年１１月上旬予定） 

優先交渉権者及び次点交渉権者を選定し、教育委員会の承認を得て決定します。 

審査結果は第二次審査書類を提出した応募者に対して、電子メール及び郵送により通知し

ます。 

また、審査の結果は市ホームページへの掲載により公表します。 

（１０）仮協定の締結 

市は、優先交渉権者との協議を踏まえ、指定管理者候補者として仮協定を締結します。 

（１１）包括協定の締結 

市は、愛西市議会の議決を経て、指定管理候補者を指定管理者として正式に指定し、その

後包括協定を締結します。 

（１２）単年度協定の締結 

   単年度ごとの事業実施にかかる事項を定める単年度協定を締結します。なお、協定の発効

は令和８年４月１日とします。 

 

１０．申請に必要な資格 

応募者は法人又はその他の団体（以下「団体」という。）又は事業グループ（２団体以上で構

成する共同事業体をいう。以下「グループ」という。）とし、個人での応募は受付いたしません。 

グループで応募する場合は、グループを代表する団体を定め、グループ応募構成表（任意様
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式：グループが明らかになる書類）を提出してください。 

ただし、単独で応募した団体はグループの構成団体となることはできません。また、同時に

複数のグループの構成団体となることはできません。協同組合の組合員は１構成団体とみなし

ます。 

（１）応募資格 

ア 市から指名停止処分を受けていないこと。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する法人 

等でないこと。 

ウ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により他の地方公共団体から指定を取り

消され、当該処分の日から起算して３年を経過しない法人等でないこと。 

エ 指定管理者による施設の管理を、地方自治法第９２条の２、第１４２条及び第１８０

条の５第６項に規定する市に対する請負とみなした場合、当該各条のいずれかに規定

する事業禁止の規定の適用を受けていないこと。 

オ 過去３年間において、法令違反等により営業停止処分を受けていないこと。 

カ 過去３年間において、市税ほか地方税・国税等を滞納していないこと。 

キ 会社更生法、民事再生法等に基づく再生手続きを行っていないこと。 

ク 本施設を指定期間中において安定的に管理することの可能なノウハウ・実施体制・経

営基盤が確保されていること。 

ケ 選定委員が経営又は運営に直接関与していないこと。 

コ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

サ 「愛西市暴力団排除条例(平成２４年愛西市条例第１号)」に基づく排除措置をうけて

いないこと。 

シ 必要な資格を持つ職員を配置できること。 

・甲種防火対象物の防火管理者 

 

１１．提出書類 

申請にあたって、以下の書類を提出してください。 

  なお、各証明書は提出時から３ヶ月以内の発行のものを提出してください。 

（１）第一次審査書類 

ア 指定管理者指定申請書【様式第１号】 

グループでの申請の場合は、共同事業体協定書兼委任状【様式第２号】、グループ申請

構成票【任意様式】及び共同事業体連絡先一覧【任意様式】を提出。 

   イ 必要な資格を有することを証する書類 

ウ 事業者に関する書類 

① 団体の概要【様式第３号】 

② 定款、寄付行為、基本規則等設立に関し、公の認証を受けた書類 

③ 申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書又はこれに類する書類及び過去

２か年の事業報告書 

④ 法人（グループ申請の場合は、構成団体毎）にあっては、次の書類 
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・当該法人の履歴事項全部証明書 

・法人税、法人県民税、法人事業税、法人市民税及び消費税の各納税証明書（本社 

分・過去３年間）  

※支店等にて申請の場合は、支店等も同様に提出 

・貸借対照表（過去３年間） 

・損益計算書（販売費及び一般管理費の明細、製造原価報告書等（原価の明細がわか 

るもの）も添付） 

※申請者が公益法人の場合は、活動計算書を提出 

     ・キャッシュフロー計算書（過去３年間） 

・人員表｛各決算期末の常勤役員数、従業員数、臨時従業員数（パートタイマー・ア

ルバイト）｝なお、臨時従業員数は１日８時間で一人と換算してください。 

⑤ 法人以外の団体（グループ申請の場合は、構成団体毎）にあっては次の書類 

     ・申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び過去２年間の収支決算書 

     ・キャッシュフロー計算書（過去３年間） 

・人員表｛各決算期末の常勤役員数、従業員数、臨時従業員数（パートタイマー・ア

ルバイト）｝なお、臨時従業員数は１日８時間で一人と換算してください。 

   エ 提案書 

① 施設管理に関する基本的な考え方について【様式第４号】 

② 事業運営に関する基本的な考え方について【様式第５号】 

③ 応募者の経営基盤及び、これまでの指定管理実績について【様式第６号】 

④ 管理に係る経費の縮減に関する方策について【様式第７号】 

   オ 提出部数 

     正本１部及び副本１３部 

（２）第二次審査書類 

 ア 指定管理者指定申請書【様式第１号】 

   イ 永和地区公民館の管理及び運営に関する事業計画書【様式第８－１号】 

    指定期間内における、次に掲げる提案書を提出してください。 

    ただし、⑥収支予算書については、各年度別に記載してください。 

① 基本方針について【様式第８－２号】 

② 永和地区公民館の運営業務に関する計画・提案について【様式第８－３号】 

③ 管理体制・組織に関する計画について【様式第８－４号】 

④ 管理業務に関する計画について【様式第８－５号】 

⑤ その他の計画【様式第８－６号】 

⑥ 年度ごとの収支予算書【様式第９－１～９－３号】 

⑦ 公民館等業務の実績【様式第１０号】 

   ウ 提出部数 

     正本１部及び副本１３部 

 

１２．申請にあたっての留意事項 
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（１）書類の規格等 

提出書類の規格はパンフレット等を除き、原則日本産業規格Ａ４版縦とします。 

また、提案書には申請者が特定できる名称やロゴマーク等は使用しないでください。 

（２）申請者の失格 

    申請者が、次の事項に該当した場合には失格とします。 

    ・募集要項に定める手続きを遵守しない場合。 

    ・申請書類に虚偽の記載をした場合。 

（３）接触の禁止 

選定委員、本市職員並びに本件関係者に対して、本件提案に関しての個別接触は禁止し

ます。 

（４）重複提案の禁止 

 申請一団体（グループ）につき、提案は一案とします。 

（５）団体の変更の禁止 

 共同事業体申請の場合、代表団体及び構成団体の変更は原則認めません。 

（６）提案内容の変更の禁止 

    提出された書類の内容を変更することはできません。 

（７）申請書類の取り扱い 

 申請書類は理由の如何を問わず返却しません。 

（８）申請の辞退 

    申請書類を提出した後に辞退する場合は、辞退届【様式第１３号】を提出してください。 

（９）費用負担 

申請に関して必要となる費用は、申請者の負担とします。 

（１０）提出書類の取り扱い・著作権 

提示する設計図書の著作権は市及び設計者に帰属し、団体の提出する書類の著作権は、

それぞれ作成した団体に帰属します。 

なお、愛西市永和地区公民館指定管理者の公募において公表する場合や、市または教育

委員会が必要と認めるときには、指定管理期間中に作成した書類を含め提出書類の全部又

は一部を使用及び公開できるものとします。 

（１１）その他 

提出書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

市または教育委員会が提供する資料は、申請にかかる検討以外の目的で使用すること

を禁止します。また、この検討の目的の範囲内であっても、市または教育委員会の承諾

を得ることなく第三者に対しこれを使用させ、又は内容を提示することを禁止します。 

 

１３．選定の方法及び基準 

（１）選定の方法 

提出書類をもとに、「愛西市永和地区公民館指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）」において、「愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例」（平

成１７年愛西市条例第１７３号）に定める以下の基準に基づき、申請内容の総合的な審査
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を行います。 

   ア 第一次審査：資格審査及び書類審査 

     第一次審査の通過者数は、最大４者を選定します。 

   イ 第二次審査：プレゼンテーション及びヒアリング 

     第一次審査の通過者からプレゼンテーションによる提案内容等を聞き取り、優先交渉

権者及び次点交渉権者を選定します。 

（２）審査方法 

    指定管理者の選定は、選定委員会において提案内容を点数化し、その合計得点の最も高

い申請者を優先交渉権者として選定します。 

    また、評価の合計点数が満点の６０％に満たない場合は、適格者なしとする場合があり

ます。 

（３）選定委員会 

   ア 選定委員会の役割 

     指定管理者の指定のため、申請者から提出される審査書類について検討し、第一次審

査通過者及び優先交渉権者並びに次点交渉権者の選定を行います。 

   イ 選定委員 

愛西市永和地区公民館指定管理者選定委員会設置要綱（平成２９年教育委員会訓令第

２号）第４条に基づく選定委員とします。 

（４）審査内容 

    審査における評価項目と配点は以下のとおりです。 

 配 点 評 価 項 目 配 点 

第一次審査 ５０点 

ア．施設管理に関する基本的な考え方について １０点 

イ．事業運営に関する基本的な考え方について １０点 

ウ．申請者の経営基盤及びこれまでの指定管理実

績について 
１５点 

エ．管理に係る経費の縮減に関する方策について １５点 

第二次審査 １００点 

ア． 公民館運営における計画・提案について 

① 公民館運営におけるサービスの質の確保と

向上について 

② 公民館事業(講座・教室等)の計画について 

③ 地域や関係機関との連携、協力について 

２５点 

イ． 管理体制・組織について 

① 実施体制や緊急時の対応について 

② 人材確保、配置計画について 

１５点 

ウ． 管理業務計画について 

① 利用者の安全確保のための方策について 

② 施設維持・管理に係る業務について 

１５点 

エ．事業収支計画について 

①  収入計画について 
４５点 
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② 支出計画について 

合 計 １５０点   

   ※第二次審査において総合評価の合計点数が同じ点数の場合は、第二次審査のアの点数が 

    高い方を選定します。 

 

１４．協定に関する事項 

（１）協定の締結 

    選定結果をもとに、市は優先交渉権者と細目協議を行い、協議成立後、指定管理者予定

候補者として仮協定を締結します。 

    その後、愛西市議会（以下「議会」という。）の議決により指定管理者として指定し、包

括協定書を締結します。 

    ただし、包括協定締結までに次に掲げる次項に該当することとなった場合は、包括協定

を締結しないことがあります。 

   ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

   イ 財務状況等の悪化により、業務の履行が確実でないと認められるとき。 

   ウ 著しく社会信用を損なう等により、指定管理者として相応しくないと認められるとき。 

   エ 応募資格を喪失したとき。 

     なお、この場合において候補者が本件に関して支出した費用については、市は一切補

償いたしません。また、議会の議決が得られなかった場合においても同様とします。 

（２）協定の内容 

   ア 指定期間に関する事項 

   イ 利用の許可等に関する事項 

   ウ 事業計画書に記載された事項 

   エ 利用料金に関する事項 

   オ 市が支払うべき経費に関する事項（指定管理料） 

   カ 施設内の物品の所有権の帰属に関する事項 

   キ 管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項 

   ク モニタリング及び実績評価に関する事項 

   ケ 指定の取り消し及び管理業務の停止に関する事項 

   コ リスク分担に関する事項 

   サ 保険の取り扱いに関する事項 

   シ 緊急時の対応に関する事項 

   ス 損害賠償に関する事項 

   セ その他、市または教育委員会が必要と認める事項 

（３）リスク分担の考え方 

    協定締結にあたり、市または教育委員会が想定する主なリスク分担の方針は、以下のと

おりとします。 
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【リスク分担表】                       ○主分担 △従分担 

項 目 内 容 

責任分担 

市 
指定 

管理者 

運営費上昇 
人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加  ○ 

急激な物価上昇 ○  

法令等の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令等の変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令等の変更  ○ 

税制の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

上記以外の税制変更  ○ 

債務不履行 

サービス水準の未達、その他指定管理者の債務不履行に

よる損害の発生に関するもの 
 ○ 

支払債務の不履行、その他市の債務不履行による損害の

発生に関するもの 
○  

政治、行政上

の理由による

事業の変更 

政治、行政上の理由から、施設管理、運営業務の継続に

支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされ

た場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事

情による増加経費負担 

○ 

 

不可抗力への 

対応 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落雷、火災、争

乱、暴動その他の愛西市又は指定管理者のいずれの責め

に帰すことのできない自然的又は人為的な現象）に伴

う、施設、設備の修復による経費の増加及び業務を変

更、中止又は延期する場合 

協議事項 

書類の誤り 

仕様書等、愛西市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等、指定管理者が提案した書類の内容の誤り

によるもの 

 
○ 

利用者や 

第三者への賠償 

指定管理者の責に帰すことにより損害（犯罪や事故等の

発生）を与えた場合 

 
○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

事故発生 
指定管理者の責に帰すべき事由により生じた場合  ○ 

設計・構造上の問題 ○  

施設・備品 

損傷 

指定管理者の責に帰すべき事由により生じた場合  ○ 

経常的な修繕 

（年間合計 30万円を超える場合は協議） 
 ○ 

大規模修繕に関するもの ○  

施設の劣化に関するもの 協議事項 

事故、火災などのダメージ等に関するもの 

（保険でカバーできる損傷については指定管理者が負う） 
△ ○ 

施設利用者による損傷に関するもの 協議事項 
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事業の中止・ 

延期 

市の指示に基づき事業を中止・延期し損害が発生したもの ○  

上記以外の場合  ○ 

住民問題 

施設の設置や指定管理者制度についての住民運動、訴

訟、要望等に関するもの 
○ 

 

指定管理者が行う維持管理、運営についての住民運動、

訴訟、要望等に関するもの 

 
○ 

環境問題 
施設設置に対する環境問題に関するもの ○  

施設運営に対する環境問題に関するもの  ○ 

セキュリティ

ー 

指定管理者の警備不備による犯罪発生等に関するもの  ○ 

上記以外のもの ○  

需要変動 

施設利用者の減少による収入減に関するもの  ○ 

利用者の急増加等の要因による業務量及び運営費等の増

大等に関するもの 
協議事項 

減免による 

利用料金収入

の減少 

減免利用者が大幅に増加した場合や、減免対象者が拡大

された場合 
協議事項 

上記以外  ○ 

利用承認対応 
指定管理者が行った利用承認・不承認に対する不服申し

立て 
○  

苦情対応 
施設利用に際してのサービス内容についての苦情等に関

すること 
△ ○ 

業務引継ぎの 

費用 
業務の引継にかかる費用  ○ 

 

１５．モニタリング及び実績評価に関する事項 

市または教育委員会は、指定期間中にモニタリング及び実績評価を実施します。 

なお、実績評価は、有識者又は専門家等からなる外部委員会において行います。 

（１）事業報告書の提出 

    指定管理者は、事業報告書（月次、年間）並びに収支報告書を作成し、市または教育委

員会に提出するものとします。書式等、詳細は協定で定めるものとします。 

    なお、法人等（グループ応募の場合は、構成団体毎）自体の直近の決算書を毎年事業報

告書（年間）の提出時期に合わせて提出することとします。 

（２）モニタリングの実施 

    指定管理者は、定期的に施設利用者から意見や満足度等を聴取し、利用者モニタリング

を行うものとします。なお、実施時期や項目については市または教育委員会と協議の上、

定めるものとします。 

    また、指定管理者の業務の遂行状況等を確認するため、市または教育委員会は必要と認

めたときに、モニタリングを行います。 

（３）実績評価の実施 

    市または教育委員会は、指定管理者が事業計画書に基づき提供する水準を確認するため、
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実績評価（年２回）を行います。なお、評価項目及び実施方法については、協定において

定めるものとします。 

（４）業務の水準を満たしていない場合の措置 

    実績評価の結果、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断した場合、市または

教育委員会は指定管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正通告を行い、それでも

改善が見られない場合は、指定管理者の指定の一部又は全部の取消、業務の停止、指定管

理料の減額などの措置を行うことができるものとします。 

 

１６．事務引継業務 

協定発効までの期間においては、指定管理者は必要書類作成、各種印刷物作成業務や事務引

継及び各業務の習得を行うものとします。 

  ただし、習得期間の費用については、指定管理者の負担とします。 

 

１７．守秘義務 

  指定管理者は、業務を行うにあたり業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、自己の利益

のために利用したりすることを禁止します。なお、指定管理者の指定期間が満了し、若しくは

指定を取り消され指定管理業務の従事を退いた後も同様とします。 

 

１８．労働環境の整備 

  指定管理者は、自ら使用する労働者の労働環境に係る労働環境報告書及び、労働者賃金単価

報告書を年１回、市に提出しなければなりません。 

 

１９．その他 

（１）指定管理者従業員が使用する駐車場については、１区画月額１，０００円を協力金とし

て納めていただきます。 

 （２）施設の管理運営上の瑕疵を原因とした事故が発生した場合等に対応するために、指定管

理者はリスクに応じた保険等に加入することとします。 

（３）指定管理者は、条例第４条第３項に定める基準により、公民館の管理を行わなければな

りません。 

（４）公の施設であることを念頭において適正な管理を行うとともに、公平な運営を行い、特

定の団体に有利、不利となる運営をしてはなりません。 

（５）市、市民、関係団体等と連携を図った事業運営を行うこととします。 

（６）指定管理者は、指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ支障なく本件の業務を遂 

行できるよう引継することとします。 

 また、市または教育委員会の指示に基づき、施設を現状に復して引き渡すこととします。 

（７）事業の引継が困難となった場合の措置 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合は、市または

教育委員会は指定管理の取り消しを行うことができるものとします。その場合、市また

は教育委員会に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。 
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     また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の管理運営業務を遂行できるよう引

継を行うものとします。 

   イ 災害その他の不可抗力など、市または教育委員会及び指定管理者いずれの責めに帰す

ることのできない事由により業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否につい

て協議するものとします。 

     なお、一定期間内に協議が整わないときには、協定を解除することができるものとし

ます。その場合は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行

できるよう引継を行うものとします。 

   ウ 市または教育委員会は、指定管理者の指定取消後、次点候補者と指定管理予定候補者

としての協定締結について、協議を行うものとします。 

 （９）市または教育委員会は、指定管理者が指示に従わないとき又は、その他当該指定管理者

による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取消又は一定期間の

管理業務の全部又は一部の停止を命ずることがあります。 

（１０）協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市ま

たは教育委員会と指定管理者は誠意をもって協議を行うものとします。 

 

２０．問い合わせ先 

   愛西市教育委員会 生涯学習スポーツ課 永和地区公民館公募受付担当 

   〒４９６－８５５５ 愛西市稲葉町米野３０８番地 

   愛西市役所 北館 ３階 

   電 話：０５６７－５５－７１３８ 

   ＦＡＸ：０５６７－２６－５５１６ 

   メール：syogaisports@city.aisai.lg.jp 

   ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：https://www.city.aisai.lg.jp/ 

 

 

https://www.city.aisai.lg.jp/

